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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第117期

第１四半期
連結累計期間

第118期
第１四半期
連結累計期間

第117期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 12,398 12,741 51,201

経常利益 (百万円) 558 401 2,092

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 376 260 1,183

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 575 19 2,197

純資産額 (百万円) 26,097 27,325 27,580

総資産額 (百万円) 41,886 41,533 43,026

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 8.21 5.68 25.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.2 65.7 64.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当社グループの主力事業である製粉及び食品事業につきましては、本年４月に外国産小麦の政府売渡価格が平均

3.0%引き上げられたことにともない、６月19日納品分より小麦粉製品の価格改定を行いました。当第１四半期連結累

計期間の経営成績は、小麦粉の販売数量は前第１四半期連結累計期間を上回り、売上高も前第１四半期連結累計期間

に比べ増収となりました。一方、営業利益、経常利益は前第１四半期連結累計期間に比べ減益となりました。

このような状況下、当社グループでは、製造・販売・研究開発・配送が一体となり、会社全体の効率化を図るとと

もに、特徴ある新商品開発に取り組み、競争力の強化に努めました。また、三菱商事グループ各社や株式会社増田製

粉所との連携を強化し、積極的な販売活動による商圏の拡大を進めました。ベトナムの海外子会社であるNitto-Fuji

International Vietnam Co.,Ltd.でも、一層の業績の改善に努めました。

この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は127億4千1百万円と前第１四半期連結累

計期間に比べ3億4千2百万円(2.8％)の増収、営業利益は3億1千6百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ8千9百万

円(22.1%)の減益、経常利益は4億1百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ1億5千6百万円(28.1%)の減益、親会社

株主に帰属する四半期純利益は2億6千万円と前第１四半期連結累計期間に比べ1億1千6百万円(30.9％)の減益となり

ました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 製粉及び食品事業

主力の小麦粉の販売数量は若干増加し、売上高は111億6千万円と前第１四半期連結累計期間に比べ3億5千3百万円

(3.3%)の増収となりました。各種経費の削減に努めたものの、原料や副資材のコスト上昇を吸収しきれず、セグメン

ト利益は2億3千6百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ1億4千1百万円(37.4%)の減益となりました。

② 外食事業

㈱さわやか（12月決算のため１月～３月分を連結）におきましては、ケンタッキーフライドチキン店の販売が好調

であったことから、売上高は15億4千9百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ1千1百万円(0.7%)の増収となり、ま

た店舗ごとの経費を徹底して見直したことにより、セグメント利益も4千4百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ

2千万円(81.8%)の増益となりました。

③ 運送事業

日東富士運輸㈱におきましては、採算を重視した受注に注力したこともあり、売上高は3千2百万円と前第１四半期

連結累計期間に比べ2千2百万円(40.6%)の減収となりましたが、省エネ運転等経費削減に努め、セグメント利益は3千

6百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ1千1百万円(45.1%)の増益となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ14億9千2百万円減少し、415億3千3百万円

となりました。この主な要因は、現金及び預金が14億3千7百万円、投資有価証券が3億1千7百万円、それぞれ減少

し、一方、原材料及び貯蔵品が7億1千万円増加したこと等によります。

　負債の残高は、前連結会計年度末に比べ12億3千7百万円減少し、142億7百万円となりました。この主な要因は、未

払法人税等が2億1千6百万円、賞与引当金が2億5千9百万円、それぞれ減少したこと等によります。

　純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ2億5千4百万円減少し、273億2千5百万円となりました。この主な要因

は、その他有価証券評価差額金が2億3百万円減少したことによります。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.7％増加して65.7％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は9千万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,923,646 46,923,646
東京証券取引所
(市場第一部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
１単元の株式数 1,000株

計 46,923,646 46,923,646 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年６月30日 ― 46,923,646 ― 2,500 ― 4,036
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株式名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株式名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,112,000
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

45,477,000
45,477

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式
普通株式

334,646
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

発行済株式総数 46,923,646 ― ―

総株主の議決権 ― 45,477 ―
 

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含ま

れております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式773株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日東富士製粉株式会社

東京都中央区新川
１－３－17

1,112,000 ― 1,112,000 2.37

計 ― 1,112,000 ― 1,112,000 2.37
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,637 4,199

  受取手形及び売掛金 8,765 8,575

  商品及び製品 1,948 2,064

  原材料及び貯蔵品 4,806 5,516

  その他 603 595

  貸倒引当金 △6 △7

  流動資産合計 21,754 20,944

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,547 3,457

   機械装置及び運搬具（純額） 2,712 2,621

   土地 4,151 4,014

   その他（純額） 252 266

   有形固定資産合計 10,663 10,359

  無形固定資産   

   のれん 35 29

   その他 1,038 1,025

   無形固定資産合計 1,074 1,054

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,225 6,908

   退職給付に係る資産 1,391 1,355

   その他 989 982

   貸倒引当金 △71 △70

   投資その他の資産合計 9,534 9,175

  固定資産合計 21,272 20,589

 資産合計 43,026 41,533
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,630 5,638

  未払法人税等 268 51

  賞与引当金 453 194

  役員賞与引当金 36 6

  資産除去債務 14 1

  その他 2,306 1,737

  流動負債合計 8,709 7,629

 固定負債   

  長期借入金 4,000 4,000

  役員退職慰労引当金 107 95

  退職給付に係る負債 302 296

  資産除去債務 338 338

  負ののれん 115 86

  その他 1,873 1,761

  固定負債合計 6,736 6,578

 負債合計 15,445 14,207

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,500 2,500

  資本剰余金 4,049 4,049

  利益剰余金 18,156 18,141

  自己株式 △280 △280

  株主資本合計 24,425 24,410

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,375 2,172

  為替換算調整勘定 223 213

  退職給付に係る調整累計額 502 475

  その他の包括利益累計額合計 3,101 2,861

 非支配株主持分 53 53

 純資産合計 27,580 27,325

負債純資産合計 43,026 41,533
 

 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

日東富士製粉株式会社(E00347)

四半期報告書

 9/17



(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 12,398 12,741

売上原価 9,839 10,268

売上総利益 2,559 2,472

販売費及び一般管理費   

 販売手数料 194 203

 販売運賃 553 556

 貸倒引当金繰入額 - 0

 給料及び手当 438 465

 賞与引当金繰入額 107 78

 役員賞与引当金繰入額 6 6

 退職給付費用 6 11

 役員退職慰労引当金繰入額 5 5

 その他 840 829

 販売費及び一般管理費合計 2,152 2,156

営業利益 406 316

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 50 49

 負ののれん償却額 28 28

 持分法による投資利益 17 2

 その他 73 53

 営業外収益合計 171 135

営業外費用   

 支払利息 9 8

 支払補償費 0 19

 原料売却損 - 14

 その他 10 7

 営業外費用合計 19 50

経常利益 558 401

特別利益   

 固定資産売却益 2 18

 特別利益合計 2 18

特別損失   

 固定資産除却損 4 14

 その他 0 -

 特別損失合計 4 14

税金等調整前四半期純利益 557 406

法人税、住民税及び事業税 54 44

法人税等調整額 125 101

法人税等合計 180 145

四半期純利益 376 260

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 376 260

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0
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           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 239 △205

 為替換算調整勘定 △22 △10

 退職給付に係る調整額 △33 △26

 持分法適用会社に対する持分相当額 13 2

 その他の包括利益合計 198 △240

四半期包括利益 575 19

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 575 20

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

日東富士製粉株式会社(E00347)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（たな卸資産の評価方法の変更）　

当社における商品及び製品の評価方法は、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この変更は、当社新基幹システムの導入を契機として、価格変動の影響をより適時にたな卸資産の金額に反映さ

せることを目的としたものであります。

　当第１四半期連結会計期間の期首に新基幹システムが本稼働したことから、過去の連結会計年度に関する精緻

な商品及び製品の受払記録が一部入手不可能であり、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当連結

会計年度の期首時点において算定することは実務上不可能であるため、前連結会計年度末の商品及び製品の帳簿

価額を当第１四半期連結会計期間の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用しております。

　この会計方針の変更による商品及び製品、売上原価、各段階損益並びに１株当たり情報への影響額は軽微であ

ります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

　偶発債務

下記の借入金に対して、次のとおり保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

従業員 91百万円 87百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれんの償却額は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 247百万円 238百万円

のれんの償却額 5　〃 5　〃

負ののれんの償却額 28　〃 28　〃
 

 

(株主資本等関係)

 

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 320 7.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 274 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
財務諸表
計上額製粉及び

食品事業
外食事業 運送事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 10,806 1,537 54 12,398 ― 12,398

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1 ― 547 548 △548 ―

計 10,808 1,537 601 12,947 △548 12,398

セグメント利益 378 24 25 428 △21 406
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
財務諸表
計上額製粉及び

食品事業
外食事業 運送事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 11,160 1,549 32 12,741 ― 12,741

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

16 ― 532 549 △549 ―

計 11,176 1,549 565 13,290 △549 12,741

セグメント利益 236 44 36 318 △1 316
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　（たな卸資産の評価方法の変更）

「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、商品及び製品の評価方法は、売価還元法

による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）から総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　この変更は、当社新基幹システムの導入を契機として、価格変動の影響をより適時にたな卸資産の金額に反映さ

せることを目的としたものであります。

　当第１四半期連結会計期間の期首に新基幹システムが本稼働したことから、過去の連結会計年度に関する精緻な

商品及び製品の受払記録が一部入手不可能であり、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当連結会計

年度の期首時点において算定することは実務上不可能であるため、前連結会計年度末の商品及び製品の帳簿価額を

当第１四半期連結会計期間の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用しております。

　当第１四半期連結累計期間のセグメント利益への影響額は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 8円21銭 5円68銭

　 (算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 376 260

　　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

376 260

　　普通株式の期中平均株式数(株) 45,815,915 45,810,872
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２７年８月１０日

日東富士製粉株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   由　　水　　雅　　人　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　口　　更　　織   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東富士製

粉株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成２７年

４月１日から平成２７年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東富士製粉株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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